
開催セミナーのご案内    

各種相談受け付けております。. 

“ワンストップ相談会”毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 

個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

 

※内容のご質問等については、TEL 0258-35-2821 担当 髙野・堀井 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

 

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

 

＜労務＞ 
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PP-2018
ノート注釈
①65歳以上の労働者に対する特例制度を『雇用保険マルチジョブホルダー制度』といいます。
従来は主たる事業所での労働条件が一週間の所定労働時間が20時間以上で31日以上などの適用要件を満たす場合が適用されてます。それに対して、新設される『雇用保険マルチジョブホルダー制度』は複数の事業所に勤務する65歳以上の労働者がそのうち2つの事業所での勤務時間を合計し、一定の要件を満たす場合に雇用保険被保険者となれる制度のことです。

PP-2018
ノート注釈
適用要件としては
・複数の事業所に雇用される65歳以上の労働者であること。
・1つの事業所における勤務時間が5時間以上あり、なおかつ2つの事業所の労働時間を合算した時に合計が週20時間以上であること。
・2つの事業所のそれぞれの雇用見込み期間が31日であること。

この制度を労働者が適用されることにより、退職時に11日以上出勤の月が12か月あれば一時金を受け取れます。
それ以外にも介護休業給付や教育訓練給付の対象となります。

PP-2018
ノート注釈
『雇用保険マルチジョブホルダー制度』は基本的には適用を希望する本人がハローワークで手続きを行う必要があります。
また、本人がハローワークに申出を行った日から適用となるため、申出日より前にさかのぼって被保険者になることはできません。
雇用保険料の納付義務も被保険者となった日から発生します。

法改正により様々な雇用形態が実例として出てきますので、詳しくはお問合わせ下さい。




